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研究成果の概要（和文）：本研究では、複数の地域(我が国における都道府県等)に便益が及ぶ公共財供給が、関
連する地域の交渉により実現する状況を考察する。本研究では、地域間交渉において発生する「戦略的委託問
題」を対象とし、その深刻さの程度をより厳密に解明した上で、問題解決のための経済政策・制度設計を検討す
る。本研究では、公共財が二地域で行われる状況では、戦略的委託問題が深刻な問題となりうるため、それを解
決するための制度設計が必要となるが、公共財が三地域以上で行われる場合では、先行研究が指摘するほどに
は、問題は深刻にならない可能性があることを指摘した。

研究成果の概要（英文）：This study examines a situation in which multiple regions (e.g., prefectures
 in Japan) cooperatively provide a public good through negotiation. This study aims (i) to show 
under which conditions the “strategic delegation problem” becomes severe and (ii) to examine the 
economic policy and institutional design for solving the problem. The study shows that when two 
regions cooperatively provide the good, the problem can be severe and requires a solution to 
mitigate it, but when three or more regions provide the good, the problem may not be as serious as 
the previous studies have reported. 

研究分野：公共経済学、ミクロ経済学

キーワード： 公共財　交渉　戦略的委託　自発的参加　公共財の過大供給　ナッシュ交渉解　ナッシュ・イン・ナッ
シュ交渉

  ２版
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、公共財が複数の地域の交渉によって供給される場合に発生する「戦略的委任問題」について考察す
る。戦略的委任問題は、公共財供給において発生するただのり問題の一種であり、公共財の適切な供給のために
は、戦略的委任問題を解決する必要がある。この問題は、複数の都道府県で共有される公共施設の建設等、現実
の公共財供給においても発生しうるため、本研究では、問題の深刻さの程度を明らかにし、その解決のための経
済政策について検討した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 ダム建設などの河川整備や道路網の整備等など外部性を持つ公共事業を実施する場合、事業

の実施地域(都道府県等)が、他地域に及ぶ便益を考慮に入れないがために、パレート非効率な水

準で公共事業が実施されることは、よく知られている。当該地域(公共事業の実施地域および便

益の享受地域)間の交渉は外部性を内部化し、パレート効率な水準で公共事業を実施する手段の

1 つとされている。しかしながら、公共財供給に関する地域間交渉が、各地域から交渉を委託さ

れた代表者によって行われる場合、交渉の帰結は「誰を代表者とするか」に依存するため、各地

域は、交渉の結果を、その地域にとって有利なものとするために戦略的に代表者を選出し、交渉

を委託する。このような戦略的な行動が、交渉が実現する資源配分を歪め、交渉を通してもなお、

パレート非効率な資源配分のみが実現する問題は「戦略的委託問題」として、多くの先行研究に

よって指摘されている[Besley and Coate(2003, Journal of Public Economics)、Gradstein(2004, 

European Economic Review)等を参照のこと]。 

先行研究では、この問題の深刻さを指摘する一方で、この問題により引き起こされるパレート

非効率性を解消するための手段について論じるものは、少ない。したがって、問題の解決のため

の経済政策や制度を設計することは、重要な課題として残されている。 
 
２．研究の目的 

 本研究課題の目的は、公共財供給において発生する戦略的委任問題の深刻さの程度を再検討

するとともに、問題解消のための経済政策・制度の設計について検討することである。 
 
３．研究の方法 

 研究目的を遂行するため、次の研究方針を採用する。 

 (1) より厳密に戦略的委託問題の深刻さを測定することを目的として、Gradstein(2004)等の先

行研究のモデルを拡張し分析する。 

 (2) 当該地域の上位政府として位置づけられる中央政府が、公共財供給に対する補助金制度を

創設することによって、戦略的委任によって発生する非効率な資源配分を是正可能か否か、検討

する。パレート効率な資源配分の実現を目指し、各地域が公共財から享受する便益に関する情報

をベースとして補助金制度を設計することで、戦略的委任問題が解決可能か否か、について考察

する。 

 (3) 研究方法(1)と(2)を効率的に実施するために、ゲーム理論をベースとした新たな研究手法

(モデル)を構築する。また、これらの構築された手法の応用可能性を広げるため、分析手法の一

般化および他の経済問題への応用も試みる。 
 
４．研究成果 

(1) 戦略的委任問題の深刻さの程度を、より厳密に測定するため、次の研究を行った。 

 ① 二つの地域が交渉し公共財を供給する場合について、戦略的委託問題が、地域間交渉の帰

結に与える影響を分析した。特に、交渉に参加する各地域の経済厚生に与える影響について明ら

かにした。本研究では、交渉で発生する経済余剰は、戦略的委託効果により、偏った分配が行わ



れ、偏りの程度は、地域間の人口差と公共財のスピルオーバーの程度に依存することが明らかと

なった。特に、地域間交渉が、「経済全体の厚生」を改善しながらも、「一部の地域の経済厚生」

を悪化させる場合があることを指摘したことは、Gradstein(2004)等の関連研究では指摘されて

おらず、戦略的委任問題が、先行研究が指摘してきた以上に深刻な問題であることを示唆する。

本研究成果は、論文「自発的な代表者交渉と公共財供給」[篠原隆介編『公共経済学と政治的要

因－経済政策・制度の評価と設計』日本評論社，2019 年所収]として公刊済みである。 

② 三つ以上の地域(この「地域」は国家を含む)が交渉により公共財供給を行う状況を考察し、

「交渉への自発的参加」と「代理人への交渉の委任」の二要素が、経済厚生に与える影響につい

て解明した。地域間(もしくは国家間)交渉に関する既存研究では、公共財供給に関する交渉に各

地域が参加することが前提とされている。しかしながら、国際環境問題などの公共財供給の事例

を見れば明らかなとおり、交渉への参加は、各国の自由意志に基づいている。本研究では、地域

間(もしくは国家間)交渉が代理人によって行われる状況を考察しながらも、「交渉への参加は自

発的に決定される」という新要素を考察に入れてモデルを構築し分析した。先行研究では、交渉

を代理人に委任することで、交渉の帰結がパレート非効率になることが明らかにされてきたが、

本研究では、交渉への参加が自発的に決定される場合、先行研究が指摘するほどに深刻なパレー

ト非効率配分は実現しないことが明らかとなった。国際環境問題に関する交渉を応用例とし、委

任交渉の帰結がどの程度パレート非効率なものか、より厳密に明らかにしたことが本研究の貢

献であ る。 本研究 の成 果は、 論文“Voluntary participation in international environmental 

agreements and authority structures in a federation: A note”としてまとめられ、Environmental 

and Resource Economics 誌に掲載された。 
 
(2) 戦略的委任問題を解消する経済政策・制度の構築に関しては、次の研究を行った。 

一国内のある地域が他地域にも便益をもたらす公共事業を行う場合について、関連地域の間

の自発的交渉と、当該地域の上位政府として位置づけられる中央政府の補助金制度の役割を考

察した。本研究の主要貢献は、中央政府の補助金制度が有効に働きパレート効率な資源配分を実

現する条件を明らかにしたことである。具体的には、次の点を明らかにした。①パレート効率な

資源配分を実現するためには、各地域が公共財から得る便益情報に基づき補助金制度を設計す

る必要がある。②その一方で、補助金制度の導入は、先行研究では指摘されてこなかった新たな

戦略的行動をもたらし、効率的な資源配分の実現のためには、補助金制度の設計に加えて、この

戦略的行動を抑制するための別の経済制度を併用しなければならない。③補助金制度の設計と

新たな戦略的行動への対応を包括する経済制度は存在し、本研究では、その 1 つを具体的に提示

した。以上の成果は、研究代表者の以前の研究成果を拡張することで得られた。強調すべきは、

本研究では、先行研究では考察されてこなかった「地域間の人口移動の導入」、「中央政府の補助

金制度決定プロセスのモデル構築」等、新たな視点を導入し、分析を大幅に拡張したことである。

その結果、研究代表者の既存結果が頑健であることを確認することに成功した。この点は、重要

な貢献であると言える。本研究は、論文“Interregional negotiations and strategic delegation under 

government subsidy schemes”としてまとめられ、Journal of Public Economic Theory 誌に掲載

された。 
 
(3) 広くプレイヤー間の交渉や協調行動を分析対象として、次のような研究を行い、研究成果を

公表した。 



 ① 本研究では、研究実施期間の全体において、ゲーム理論をベースとした分析を行う。そこ

で、本研究において応用可能な概念として「被支配コアリションプルーフナッシュ均衡

(undominated coalition-proof Nash equilibrium、以下、これを UCPNE と略す)」を新たに開発

し、その性質について明らかにした。UCPNE は、非協力ゲームにおける均衡概念であり、「プ

レイヤーが弱支配された戦略を取らない」ことを前提としたうえで、プレイヤーの結託行動に対

して頑健な行動を解明する。本研究では、準優モジュラーゲームにおいて、UCPNE の存在と唯

一性を明らかにした。準優モジュラ性は、経済分析に登場する多くのゲームが満たす性質である

こと から 、本 研究 の成 果は 、多 くの 経済 分析 への 応用 が期 待さ れる 。本 研究 は、 論文
“Undominated coalition-proof Nash equilibria in quasi-supermodular games with monotonic 
externalities”としてまとめられ、Economics Letters 誌に掲載された。 

 ② 新たなモデルを構築し、複数のプレイヤーが交渉を通じて公共財を供給する状況を分析し

た。本モデルは、複数地域の交渉問題にも応用可能であり、本科研費課題に関連する。本研究の

モデルでは、公共財供給を担うプレイヤーと、公共財から便益を得るプレイヤーの二種類のプレ

イヤーが存在し、公共財供給から発生する経済余剰の分配について交渉する。分析結果は、次の

通りである。交渉以前に、供給プレイヤーが公共財供給量を決定するか否かに応じて、交渉が実

現する資源配分の効率性が異なる。まず、第一に、交渉以前に供給量を決定しない場合は、公共

財はパレート効率水準に比べて過小に供給される。第二に、交渉以前に供給量を決定した場合に

は、一定条件下で、公共財は効率的に供給されるが、過剰供給が発生する可能性は否定できない。

加えて、交渉以前に公共財供給量を決定することは、供給者にとって「信憑性のあるコミットメ

ント」であることも証明された。以上の結果から、交渉以前に公共財供給量を決定することは、

公共財供給量を増加させ、「ただ乗り動機」に起因する公共財の過小供給を防ぐ効果があること

が示された。モデルの均衡において、過剰な公共財供給が発生することを指摘する先行研究は極

僅かであり、本研究成果の特筆すべき特徴である。本研究成果は、論文“Pre-negotiation 

commitment and internalization in public good provision through bilateral negotiations”(松島法

明教授との共同研究)として Journal of Public Economics 誌に掲載された。  
 
(4) その他、本研究課題である「公共財供給における戦略的委託問題」と間接的に関連する研究

について、次の結果を得た。 

① 公共財供給における新たな地域間交渉のモデルを構築することを目的として、コンテスト

理論の研究を行った。その過程で得られた研究成果を、論文“Sabotaging teammates and rent 

dissipation in a rent-seeking contest”としてまとめ、SSRN にて公開した。今後、本論文で得ら

れた知見を更に掘り下げ、地域間交渉の新たなモデル構築を継続して試みたい。 

② 企業の研究開発投資は、投資を行った自社のみならず、他社への外部効果を伴うため、公

共財の性格を持つ。松島法明教授と Ines Macho-Stadler 教授とともに、企業の研究開発投資にお

ける委託行動と企業が直面する市場環境の関係について研究を行った。企業が技術開発投資を

委託するか否かは、その企業の市場競争における行動選択が、ライバル企業の行動に対して、「戦

略的代替」か「戦略的補完」か、および、投資の外部性が「正」か「負」かに依存して、決定す

ることが明らかになった。本研究成果は、論文“Organizational structure and technological 

investment”として Journal of Industrial Economics 誌に掲載された。 
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